
水土里情報を活用した作付状況のとりまとめ事例について紹介します。

水土里ネット青森
中泊地域担い手育成総合支援協議会
（中泊町、津軽広域農業共済、十三湖土地改良区等）

内容：中泊町農政課が毎年実施している戸別所得補償のための作付状況の取り

まとめにおいて、水土里情報システムを活用し転作作物作付図を作成。

協議会の関係機関と情報を共有。

経緯：①平成13年頃から土地改良区独自のGISシステムを利用して転作作物作付

図を作成し関係機関に情報提供を行ってきたが、土地改良区の受益地が町

の農地全域をカバーしていないため、手作業による図面の作成作業が必要

だった。

②平成23年度から作付状況の取りまとめに水土里情報システムを利用。町

の農地全域をカバーし、かつ航空写真や地形図も活用可能となり、事務作業

が簡素化。町が中心になって、作付状況のデータを入力し、図面を作成して

関係機関と共有。

取組概要

水土里情報活用ニューズ・レター
第16号

（１／２）

今回紹介する団体：

平成24年 転作作物作付図の例



（ ２／２）

①平成２４年度、中泊町は人・農地プラン作成にあたり、水土里情報システムを
農地利用図の作成や経営体毎の面積集計等に活用する予定。

②十三湖土地改良区は、ほ場整備計画策定にあたり、ＧＰＳ端末を活用し、用排
水路等の現地情報や現況写真を地図情報に取り込んで整理することを検討中。

今後の活用予定

期待される効果

農林水産省農村振興局整備部設計課計画調整室（横田、柳川） 03-6744-2201（直通）

■お問い合せ先

青森県土地改良事業団体連合会 水土里情報業務推進部 017-723-2406

①水土里情報システムを活用することにより、町全域の転作作物作付図を作成

できるようになったため、転作対象農地の所有者、耕作者や作付け地の確認等

が容易となり、事務の縮減・簡素化に寄与。

②農業共済組合では、転作作付図を基に航空防除の散布範囲や飛行ルートの
決定などの計画作成にあたり、効率化が可能。

用排水路の現地調査にGPS
端末を活用し、水土里情報
システムにデータを取り込み
後の表示イメージ
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